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１．巨大地震に備える
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東日本大震災の概要（2011.3.11東北地方太平洋沖地震の発生）
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東日本大震災の概要（東北地方太平洋沖地震の震源域）
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東日本大震災の概要（大津波の襲来）
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相馬 3月11日 14時 － 引き －1.2m 3月11日 15時 51分 9.3ｍ以上
大洗 11日 15時 17分 押し 1.7m 11日 16時 52分 4.0ｍ
釜石 11日 14時 － 引き －1.2m 11日 15時 21分 4.2m以上
宮古 11日 15時 1分 引き －1.2m 11日 15時 26分 8.5m以上
石巻市鮎川 11日 14時 － － 11日 15時 26分 8.6m以上
大船渡 11日 14時 － 引き －1.0m 11日 15時 18分 8.0m以上
むつ市関根浜 11日 15時 30分 引き －0.2m 11日 18時 16分 2.8m
根室市花咲 11日 15時 43分 押し 2.9m 11日 15時 57分 2.9m
十勝港 11日 15時 27分 引き －0.2m 11日 15時 57分 2.8m以上
浦河 11日 15時 20分 引き －0.2m 11日 16時 42分 2.8m （出典：気象庁）

主な観測点の観測値
第一波 最大波



東日本大震災の教訓 １
社会資本整備審議会

第13回道路分科会（H23.5.23)
資料抜粋
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■ ３月１１日、津波で大きな被害が想定される沿岸部への緊急輸送路確保のため、
「くしの歯型」救援ルートを設定

＜第１ステップ＞ 東北道、国道4号の縦軸ラインを確保

＜第２ステップ＞ 太平洋沿岸地区へのアクセスは東北道、国道４号から横軸
ラインを確保

→3月12日：11ルートの東西ルート確保、 →3月14日：14ルート確保
→3月15日：15ルート確保（16日から一般車両通行可）

＜第３ステップ＞ →3月18日：太平洋沿岸ルートである国道45号、6号の97％啓開を終了

迅速な緊急対応を可能にした「くしの歯」作戦



【啓開作業中】

【被災直後】
東日本大震災における道路啓開作業

【啓開作業後】

緊急車両の通行が可能に

【参考】道路啓開作業
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東日本大震災の教訓 ２

東日本大震災における橋梁の耐震補強の効果
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第７回高速道路のあり方検討有識者委員（H23.7.14）
資料抜粋



■耐震強化岸壁（仙台塩釜港 仙台港区）の事例

移動した通常岸壁

耐震強化岸壁

耐震対策による機能更新や液状化対策を行っていた道路や港湾、役場などの構造物
は、壊滅的被害を免れた

■通常岸壁（写真手前側）は海側に移動し、背後の荷役場に沈下などの被害が発生。

これに対し、耐震強化岸壁（写真奥側）の被害は小さかった。

東日本大震災の教訓 ２東日本大震災の教訓 ３
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東日本大震災の教訓 ４
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第７回高速道路のあり方検討有識者委員（H23.7.14）
資料抜粋

津波を考慮して高台に計画された高速道路が住民避難や復旧のための緊急輸送路として機能



仙台東部道路については、震災前に地

域住民から一時避難所への

指定要望あり

「避難所に指定されていたら助かっ

た人がもっといた」との声も報道

仙 台 東 部 道 路 付 近 の 浸 水 状 況

関連する課題等

● 道路インフラに複合的に役割を

持たせるべきではないか。

■ 海岸から４キロ付近まで津波が押し寄せた仙台平野では、周辺より高い盛土構造(７～１０ｍ)の

仙台東部道路に約２３０人の住民が避難

■ 仙台東部道路の盛土は、内陸市街地への瓦礫の流入を抑制する防潮堤としても機能
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至 亘理ＩＣ

海側

陸側

至 仙台空港ＩＣ

岩沼IC

仙台東部道路より海側（東側）

仙台東部道路より陸側（西側）

仙台東部道路から陸側
（西側）は流木ゴミ等
の大規模な散乱がなく
被害が少ない

東日本大震災の教訓 ５

住民の避難場所や防潮堤効果等､道路インフラが副次的にも機能



■「道の駅」の事例

道の駅やインターチェンジと一体で整備された周辺施設が防災拠点としての機能を
発揮

東日本大震災の教訓 ７東日本大震災の教訓 ６
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東日本大震災の教訓 ７
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社会資本整備審議会
第13回道路分科会（H23.5.23)

資料抜粋

■ 南三陸町では、インター予定地に一体的に整備された施設が地域住民の避難所や行政・ボラン

ティアの活動拠点等として機能を発揮



巨大津波に対して防波堤や防潮堤などが被害軽減に一定の効果を発揮

太田名部地区防潮堤が津波に対して決壊せず、上流にある集落への津波被害を抑えた。

■太田名部地区防潮堤（岩手県下閉伊郡普代村）の事例

上流側の集落

太田名部地区防潮堤

東日本大震災の教訓 １０東日本大震災の教訓 ８
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釜石港防波堤は被災したものの、津波に対し、津波高の低減、防波堤を越える時間の遅延、また遡上高の
低減など一定の効果を発揮した。

■釜石港防波堤の津波低減効果の事例

巨大津波に対して防波堤や防潮堤などが被害軽減に一定の効果を発揮

独立行政法人 港湾空港技術研究所 「釜石港における津波防波堤の効果（シミュレーション結果）」より引用

東日本大震災の教訓 １１東日本大震災の教訓 ９
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高台に設けた学校や病院などの重要施設は被害を免れ、避難所としても機能

「女川町立病院」（宮城県）は高さ１６ｍの高台に位置するが、１階まで津波が押し寄せたも
のの大きな被害は免れ、避難所等として機能。

■宮城県女川町の事例

女川町立病院（高台）

女川町立病院（高台）

女川町在宅介護支援センター

東日本大震災の教訓 １２東日本大震災の教訓 １０
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○身近な命の道の確保

国道４５号につながる避難階段が児童８８名の命を救った。

岩泉町小本小学校は、背後に十数メートル
の高く切り立った崖があり、大きく迂回しな
ければ避難出来ない状況であった。
町長が国土交通省三陸国道事務所へ掛け
合い、津波時の避難場所として、国道４５号
へ上がる１３０段、長さ３０メートルの避難階
段を設置された。
今回の大津波により、校舎・体育館・校庭と
も浸水したが、この避難階段により児童８８
名は無事に避難することが出来た。

東日本大震災の教訓 １１

小本小学校津波避難階段（岩手県岩泉町）

国道45号

○各種情報の提供

国道45号に設置された津波浸水
エリアの表示版は、今回の被災
地域によく合致していた。

津波浸水想定区域の表示（岩手県釜石市）

○被災記録の伝承
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延べ17,823人・日活動
13都道県、97市町村へ支援

（6月26日現在）

○ 災害対策要員の派遣
（のべ4,763人・日）

○ 被災調査箇所については随時報告を実施

○ 公共土木施設の被害状況調査支援
（のべ5,274人・日）

照明車

○ 国土交通省の保有する災害対策用車両による災害対応支援を実施
（のべ6,969人・日）

○ 通信衛星車等を設営し、途絶した通信回線を確保 （11自治体）

○ 災害対策用ヘリコプターによる広域上空被害調査

発災直後より、のべ318機・日により被害状況を迅速に把握し、被
害情報の共有化を図る。 （のべ109人・日）

宮城県気仙沼市（3月12日）

みちのく号

○ 津波浸水区域の排水作業を実施

東松島市大曲地区の浸水状況 東松島市浜市地区で排水ポンプ車により
24時間体制で排水作業を実施

南三陸町にて自衛隊と排水作業の調整を実施
（近畿地方整備局TEC-FORCE）

液状化の被災状況調査（千葉県・小野川）

道路の被災状況調査（陥没箇所）準用河川の被災状況調査（護岸）

道路の被災状況調査（橋梁）

○ ３月１１日より、災害対応支援を実施

東日本大震災への国土交通省ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥの派遣
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①国道４号福島南ＢＰ被災状況（福島市） ②仙台空港周辺の浸水状況（名取市）

③阿武隈川河口付近の浸水状況（岩沼市、亘理郡亘理町）
わたり わたり

国道４号

仙台方面

福島方面

土砂崩落により寸断された国道４号

ターミナルビル

鳴瀬川
（北上川下流管轄）

名取川
（仙台河川国道管轄）

国道４５号

岩手県宮古市

岩手県久慈市

●東北リエゾン班
＜派遣先＞ 【岩手県宮古市】

●東北リエゾン班
＜派遣先＞ 【岩手県大槌町】

●被災調査班（港湾）
＜派遣先＞ 釜石港

●情報通信班（衛星通信車 他）
＜派遣先＞ 【岩手県大船渡市】

●清龍丸 （物資輸送）
＜派遣先＞ 大船渡港、釜石港

●応急対策班（照明車）
＜派遣先＞ 飯野川（堤防決壊現場）

●応急対策班（排水ポンプ車 他）
＜派遣先＞ 仙台空港（名取市）・

東松島市・相馬市・南相馬市・亘理町
●被災調査班（河川）
＜派遣先＞ 鳴瀬川、名取川、阿武隈川下流

●情報通信班（Ｋｕ－ＳＡＴ※）
＜派遣先＞ 【岩手県宮古市】

※衛星小型画像伝送装置

●ヘリ先遣班

＜派遣先＞ 福島県及び宮城県上空

●被災調査班（道路）
＜派遣先＞ 国道４５号（岩手県内）

●白龍 （漂流物回収）
＜派遣先＞仙台塩釜港

●総括班
＜派遣先＞ 東北地方整備局
●支援班（海岸復旧に向けての調査計画）
＜派遣先＞ 東北地方整備局（河川部）

阿武隈川
（仙台河川国道管轄）

東日本大震災における中部地方整備局TEC-FORCEの派遣
◆TEC-FORCE派遣

・中部地整TEC-FORCE隊を地震発生直後の3/11から被災地へ派遣。
・派遣者延べ人数2,629人日（H23/6/1時点） ※全国地整では延べ16,879人日派遣（H23/5/30時点）

◆災害対策車等による支援
・派遣中 災害対策車２台（排水ポンプ車2台）
・帰還 災害対策車２６台（照明車11台、排水ポンプ車9台、待機支援車4台、衛星通信車1台、Ku-SAT1台）、清龍丸（浚渫兼油回収船）、

白龍（海洋環境船） （H24/2/6時点）
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南海トラフ巨大地震の新たな想定震源断層域

20出典：内閣府ＨＰ 南海トラフの巨大地震モデル検討会
中間とりまとめ（H24.12.27)



最大クラスの震度分布
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出典：内閣府ＨＰ 南海トラフの
巨大地震モデル検討会(H24.3.31)
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名古屋市港区

津波高さの最大値分布
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出典：内閣府ＨＰ 南海トラフの
巨大地震モデル検討会(H24.3.31)



最高津波高の到達時間
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出典：内閣府ＨＰ 南海トラフの
巨大地震モデル検討会(H24.3.31)



幹事会

東日本大震災を踏まえ、運命を共にする中部圏の国、地方公共団、学識経験者、地元経済界が幅広く連携し、東
海・東南海・南海地震等の巨大地震に対して総合的かつ広域的視点から一体となって重点的・戦略的に取り組む
べき事項を「中部圏地震防災基本戦略」として協働で策定し、フォローアップしていく。

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議

● 座長（奥野信宏 中京大学教授）
◆ 学識経験者
■ 国の地方支分部局
■ 地方公共団体
■ 経済団体
■ ライフライン関係団体等 計98機関

分野別検討会

・中部地方幹線道路協議会

・港湾地震・津波対策検討会議 等

「中部圏地震防災基本戦略」

【中間とりまとめ】第２回 平成23年12月26日

平成23年12月27日公表

地震・津波対策アドバイザリー会議

平成23年11月25日開催

幹事会 平成23年12月1日

第１回 平成23年10月4日（設立）

中部圏（５県）市町村（１８９）

事務局：中部地方整備局

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
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25

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議の構成員



各機関の緊密な連携なくしては達成が難しく、かつ緊急に対処すべき課題を「優先的に取り組
む連携課題」として選定し、重点的に取り組むことにより基本戦略を推進する。

１．災害に強いものづくり中部の構築（中部経済産業局）

～企業防災・減災と地域連携ＢＣＰの普及促進～

２．災害に強い物流システムの構築（中部運輸局）
～多様な輸送モード・ルートの検討等～

３．災害に強いまちづくり（中部地方整備局）

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化（東海総合通信局）

５．防災意識改革と防災教育の推進（三重県）

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進（静岡県）

７．防災拠点のネットワーク形成に向けた検討（中部地方整備局）

８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画の策定（中部地方整備局）

９．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備（中部地方環境事務所）

１０．関係機関相互の連携による防災訓練の実施（中部管区警察局）

※（ ）内は、幹事機関

基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】
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基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】
災害に強いものづくり中部の構築 ～ 企業防災・減災と地域連携ＢＣＰの普及促進 ～ 幹事：中部経済産業局
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幹 事 会
フォーラム事業計画の検討

名古屋大学総長 濵口道成
中京大学理事・総合政策学部教授 奥野信宏

（東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議座長）
東海総合通信局長 安藤友裕
中部地方整備局長 足立敏之
中部運輸局長 甲斐正彰
中部経済産業局長 紀村英俊
長野県知事 阿部守一
岐阜県知事 古田肇
静岡県知事 川勝平太
愛知県知事 大村秀章
三重県知事 鈴木英敬
愛知県商工会議所連合会会長 髙橋治朗

＜大学＞

信州大学、岐阜大学、静岡大学、名古屋大学、名古屋工業大学、三重
大学、
＜行政＞
東海総合通信局、中部地方整備局、中部運輸局、
中部経済産業局、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
＜産業界＞
(一社)中部経済連合会、(一社)中部産業連盟、
(一社)地域問題研究所、(一社)長野県商工会議所連合会、
岐阜県商工会議所連合会、 (一社)静岡県商工会議所連合会、愛知県
商工会議所連合会、三重県商工会議所連合会
《オブザーバー》
富山県、石川県、北陸経済連合会

(一社)地域問題研究所
<研究会・実証訓練>

(一社)中部産業連盟
<人材育成>

顧 問

幹 事 会
事 務 局

(一社)中部経済連合会
中部経済産業局

支援機関

中部地域産業防災フォーラム

会 員

中部地域産業防災フォーラム

会 長 顧 問

(一社)中部経済連合会会長 三田敏雄

会 長

28

中部地域産業防災フォーラム 組織体制図

※「災害に強いものづくり中部」を構築するために、ご賛同いただける
企業、大学、自治体等関係機関の皆様の会員を募集中
問い合わせ先：中部地域産業防災フォーラム事務局
電話：052-951-2716 FAX：052-962-8090 E-Mail:kaihatsu@chukeiren.or.jp

中部地域産業防災フォーラム設立記念シンポジウム を4/27に開催



基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】
災害に強い物流システムの構築 ～ 多様な輸送モード・ルートの検討等 ～ 幹事：中部運輸局
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民間物流拠点施設のリストアップ
「東海地震等の想定地域における民間の施設・
ノウハウを活用した災害に強い物流システムの
構築に関する協議会」メンバー
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■避難施設の整備

【推進体制】 幹事：中部地方整備局
【検討スケジュール】

○H24年度末まで 地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン（中間取りまとめ）
○H25年度内 地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン策定

■防災拠点の整備

避難施設の整備

津波避難タワーの整備

避難路の整備

避難施設の耐震化

避難施設の整備

橋梁の耐震化 下水道の耐震化

構造物の整備、耐震化・液状化対策、超過外力対策

防災公園の整備

ヘリポートの整備

防災拠点の整備

狭隘道路の解消

密集市街地の解消

密集市街地等の解消

建築物の耐震化

耐震改修

■構造物の耐震化等

※津波防災地域づくり法の活用

災害に強いまちづくり

基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】
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中部圏戦略会議 防災基本戦略
＜優先的に取り組む連携課題＞基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】

・名古屋大学大学院環境学研究科 教 授 福和 伸夫
・三重大学大学院工学研究科 准教授 浅野 聡
・静岡大学防災総合センター 准教授 牛山 素行
・名城大学都市情報学部 准教授 柄谷 友香
・中部大学大学院工学研究科准 准教授 松山 明
・名古屋大学大学院環境学研究科 准教授 村山 顕人
・（一社）中部経済連合会 常務理事 菅原 章文
・（独）都市再生機構中部支社 都市再生業務部長 桑島 義也
・岐阜県 都市建築部長 山本 馨
・静岡県 交通基盤部長 長島 郁夫
・愛知県 建設部長 近藤 隆之
・三重県 県土整備部長 土井 英尚
・静岡県沼津市 市長 栗原 裕康
・静岡県吉田町 町長 田村 典彦
・愛知県東海市 市長 鈴木 淳雄
・愛知県田原市 市長 鈴木 克幸
・三重県尾鷲市 市長 岩田 昭人
・三重県南伊勢町 町長 小山 巧
・中部地方整備局 局長 足立 敏之
・中部地方整備局 企画部長 佐々木 一英
・中部地方整備局 建政部長 小林 正典

地震・津波災害に強いまちづくり検討委員会
①先進的取組市町の報告
②災害に強いまちづくりに係る現状・課題

H24.4.11
第 １ 回

③災害に強いまちづくりの推進に向けた
基本的な考え方

④モデル地区の選定・まちづくり（案）の検討

⑤各モデル地区の現地調査・まちづくり
計画（案）の作成

⑥中部圏の市町村の参考となるポイントの整理

⑦地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン
（中間とりまとめ）

「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」
の策定

H24 夏
第 ２ 回

H24冬までに

３ 回開催

H24年度末
第 ６ 回

H25年度

災害に強いまちづくり
「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」策定

H24.4.11設置

事務局 ： 中部地方整備局建政部

災害に強いまちづくりを目指した計画立案や整備実施を行う際の着目点、留意点につい
て、整備メニューやコスト、スケジュール等を踏まえたガイドラインを策定し、地震・津波災
害に強いまちづくりの取り組みを促進

平成２４年４月１１日 読売新聞
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被災記録の伝承

南伊勢町贄浦の「津波供養塔」

◆検討項目

■地域社会が一体となった防災教育・訓練

■防災リーダーとなる人材の育成

■被災記録の伝承

・各検討項目について、検討会参加機関が分担して事例収集

・収集事例について、効果や課題の抽出、検討

・事例の分析を通じて、今後に向けた提案

【推進体制】 幹事：三重県 副幹事：中部地方整備局

「防災意識改革と防災教育の推進に関する検討会」で、具体的な検討を行う。

◆検討スケジュール

■検討会を年内に４回程度実施し報告書とりまとめ

■Ｈ２４．５．２６ 第１回検討会開催

■７、９、１１月開催予定

◆検討会メンバー（別紙検討会構成員名簿のとおり）

防災・減災活動を担う人材育成
（三重大学「さきもり塾」パンフレットより）

基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】

「防災意識改革と防災教育の推進」
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「防災意識改⾰と防災教育の推進」
検討会構成員名簿
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確実な避難を達成するための各種施策の推進

高速道路法面への避難訓練の様子（静岡県静岡市、焼津市）津波浸水想定区域の表示

○津波避難路・階段、津波避難ビル等の整備

○津波浸水想定区域、避難所等の標識設置

○高速道路等の避難場所としての活用

”確実な避難”

【推進体制】 幹事：静岡県
【検討スケジュール】

○H24年内を目途に取りまとめを実施

津波避難タワー（静岡県沼津市）

基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】

被災記録の伝承

南伊勢町贄浦の「津波供養塔」

海抜表示シール
津波注意標識
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○防災拠点のネットワーク構築のイメージ
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応援物資、
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応援物資、
広域支援部隊等

応援物資、
広域支援部隊等

基幹的広域防災拠点

基幹的広域防災拠点

基幹的広域防災拠点

基幹的広域防災拠点

基幹的広域防災拠点

近隣地域・首都圏

【検討会の構成（案）】
○ 学識経験者

・東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
構成員等

○ 地方公共団体
・長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、
名古屋市、静岡市、浜松市

○ 中部経済連合会
○ 国の行政機関

中部管区警察局、中部経済産業局、中部運輸局
陸上自衛隊、中部地方整備局

【推進体制】
幹事：中部地方整備局

【取組内容】
○「防災拠点のネットワーク形成に向けた

検討会」5/10 設立
（学識経験者、地方公共団体、中部地方整備局等）

○「防災拠点ネットワーク（案）」策定予定

○検討スケジュール案

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

●
第１回
検討会

●
第２回
検討会

整備手法、具体化に向けた検討等

とりまとめ
公表(予定)

●
第３回
検討会

検討会と連携した業務検討
検討会成果をふまえた、
具体的整備計画の検討・
とりまとめ

○

検討会

「防災拠点のネットワーク形成に向けた検討会」
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「防災拠点のネットワーク形成に向けた検討会」

●行政機関等

所　　　属 役職名

中部管区警察局 災害対策官

中部地方整備局 企画部長

中部経済産業局 総務企画部長

中部運輸局 総務部長

陸上自衛隊第１０師団 司令部　第４部　後方計画班長

危機管理監兼危機管理部長

建設部長

危機管理統括監

都市建築部長

危機管理監兼危機管理部長

交通基盤部長

防災局長

建設部長

防災対策部長

県土整備部長

消防局　防災部長

住宅都市局　都市計画部長

静岡市 総務局　危機管理統括監

浜松市 危機管理監

社団法人中部経済連合会 常務理事

※学識経験者は五十音順

愛知県

三重県

名古屋市

長野県

岐阜県

静岡県

●学識者

所　　　属 氏　　　名

三重大学　人文学部法律経済学科　教授 朝日　幸代

静岡大学　防災総合センター准教授 牛山　素行 

NPO法人レスキューストックヤード代表理事 栗田　暢之

岐阜大学　工学部社会基盤工学科　教授 髙木　朗義

信州大学　教育学部社会科学教育講座　准教授 廣内　大助

名古屋大学大学院教授　名古屋大学減災連携研究センター長 福和　伸夫

名古屋大学大学院環境学研究科　教授 森川　高行

「防災拠点のネットワーク形成に向けた検討会」メンバー
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航路啓開、港へのアクセス道路の
啓開、排水計画の連携

８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画策定

○道路啓開のオペレーション計画

○航路啓開のオペレーション計画

○道路啓開、航路啓開、排水計画の連携を

イメージした上でオペレーション計画を策定

【推進体制】 幹事：中部地方整備局
○道路啓開：「中部地方幹線道路協議会」
○航路啓開：中部地方整備局

第四管区海上保安本部他
○排水計画:中部地方整備局、東海農政局他

【検討スケジュール】
○道路啓開：新たな津波浸水想定に基づき見直し予定
○航路啓開：平成２４年度内を目途に伊勢湾内の検討を予定
○排水計画：平成２４年度内を目途に取りまとめを実施

○排水のオペレーション計画

は緊急支援物資等の
海上輸送ルートをイメージ

基本戦略の推進に向けて【優先的に取り組む連携課題】
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愛知県

STEP１

STEP３

STEP２

三河港

四日市港

衣浦港

鳥羽港

津松阪港

名古屋港

三遠南信自動車道

浜名港

STEP１

東海環状自動車道

新名神高速道路

中部国際空港

御前崎港
STEP１

STEP２

STEP３

広域ネットワークラインから太平洋沿岸部
に繋がるラインを確保

比較的被害が少ない高規格幹線道路等の
広域ネットワークラインを確保

沿岸部に繋がるラインから太平洋沿岸沿い
のラインを確保

航路啓開ルート

高規格ネットワークのミッシングリンク

既存ネットワークのチェックと強化

既存のネットワークで
・復旧・支援ルートを抽出

・今後、耐震の状況等を確認し対策を進
め、復旧・支援ルートの強化を実施

名古屋第二
環状自動車道

海溝型地震による津波に備えるルート（愛知県）
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早期復旧支援ルート確保手順（中部版 くしの歯作戦）の設定 東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
中部地方幹線道路協議会



常滑

知多

１号

音羽蒲郡

２３号

三河港

豊田IC１５５号
豊明IC

１号

２２号

桑名東IC

みえ川越IC

四日市港

中央自動車道

津

２３号

２５号

１号

２３号

津IC

２３号

４２号

伊勢多気IC

伊勢IC

衣浦港

３０２号

２５号

亀山IC

近畿自動車道関伊勢線

新名神高速道路

近畿自動車道名古屋亀山線

愛知県三重県

静岡県

玉城IC

白子港

千代崎港

宇治山田港

鳥羽港

河和港

吉田港

東幡豆港

倉舞港

泉港
馬草港

桑名港

的矢港

松阪IC

久居IC

岐阜

冨具崎港

内海港

津松阪港

２３号

常滑港

名古屋港

師崎港

福江港

２３号

２５８号

名古屋

蟹江IC

いが

関宿

浜松

磐田

三ヶ日

三ヶ日JCT

豊川

浜松いなさJCT
浜松いなさ

浜松浜北

掛川

菊川

森掛川

袋井

豊田東JCT

東海環状自動車道

新名神高速道路

既存ネットワークのチェックと強化

既存のネットワークで
・復旧・支援ルートを抽出

・今後、耐震の状況等を確認し対策を進
め、復旧・支援ルートの強化を実施

海溝型地震による津波に備えるルート（愛知県）

名古屋第二
環状自動車道

新東名高速道路

新東名高速道路（４月１４日開通予定）

浜松西

浜松ＳＡ

掛川ＰＡ

浜名港

中部国際空港

東名高速道路

名古屋西JCT

名古屋南IC

伊良湖港

東海環状自動車道

三遠南信自動車道

三遠南信自動車道（鳳来峡ＩＣ～ 浜松
いなさ北ＩＣ）（３月４日開通予定）
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早期復旧支援ルート確保手順（中部版 くしの歯作戦）の設定 東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
中部地方幹線道路協議会



・主要な防波堤について、想定を超える津波に対して
「粘り強い構造」とするなどの技術的検討

防波堤耐津波性能評価委員会
第1回 H23.11.7、第2回 H24.2.16、第3回 H24.3.28

（
中
部
地
域
に
お
け
る
防
災
基
本
戦
略
策
定
）

東
海
・
東
南
海
・
南
海
地
震
対
策
中
部
圏
戦
略
会
議

○○港地震・津波対策
検討会議

△△港地震・津波対策
検討会議 ・・・

主要港湾（名古屋港、三河港、衣浦港、四日市港、津松阪港）

① 最新知見に基づく津波シミュレーションの実施
② 防災・減災目標の明確化
③ 港湾BCPの策定等に関する方針を明確化
④ 地震・津波対策の検討
⑤ 基本方針の策定 など

□□港地震・津波対策
検討会議

・津波シミュレーションや広域的課題対応（広域物流、臨海部工業
地帯の防災対策）への助言

・各港地震・津波対策検討会議間の情報共有 など

中部の港湾における地震・津波対策に関する懇談会
第1回 H23.11.4、第2回H 24.2.1

関東 近畿

四国 九州

連携

他地方整備局

・・・

※１ 部門毎の検討

※２ 個別事業の技術的検討

※１

※２

主要港湾における地震・津波対策検討会議
名古屋港 第1回H23.10.3、第2回H23.12.2、第3回 H24.2.26開催

・コンテナ、木材の流出防止対策訓練をとおし高潮防災体制の構築に
必要な支援策を検証

・堤外地における高潮防災体制のあり方の検討 など

伊
勢
湾
及
び
各
港
の
港
湾
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定

港湾の堤外地における高潮防災対策検討委員会
第1回 H24.2.24、第2回 H24.3.13

地震・津波対策の検討

高潮対策の検討

検
討
内
容

連
携

※３ 構成員は別紙のとおり

※４ 構成員は別紙のとおり

中部の港湾における地震・津波対策検討
東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議
主要港湾における地震・津波対策検討会議
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名古屋港 地震・津波対策検討会議 構成員 ※３ 中部の港湾における地震・津波対策に関する懇談会 ※４
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東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議 地震・津波防災訓練の実施

訓練本部

【参集状況】

【各機関からの報告】

【内閣府とのTV会議】 【津川政務官道路啓開指示】

（駿河湾沼津SA）

（静岡SA）

（浜松SA）

新東名高速道路

【ＳＡでのヘリ離発着訓練】

【広域支援部隊の輸送訓練】 （駿河湾沼津SA）

（静岡SA）

（浜松SA）

【道路啓開車両集合】 【道路啓開車両出発】

■日時：平成24年3月13日（火）9:30～12:30
■想定地震：東海・東南海・南海地震が同時に発生。

■戦略会議を構成機関など７０団体、約1,000名が参加し管内8箇所において実施。

■車両150台、航空機15機、船舶13隻が参加。
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東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議 地震・津波防災訓練の実施状況

名古屋港

【漂流者救助・搬送訓練】

【海上啓開訓練】

【通信復旧訓練】

【負傷者緊急搬送訓練】

【排水訓練】

【緊急物資輸送訓練】

河川環境楽園

【広域支援基地設置】

【緊急支援物資空輸】

【災害対策車受入訓練】

中勢ＢＰ（国道２３号）

【道路啓開訓練（津市）】

【避難訓練（道路法面・松阪市）】

【建設業者参集】
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２．大規模水害に備える
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◆台風１２号 ◆等雨量曲線図（1日～4日正午まで）

9/5 12:00

9/5 0:00

9/3 0:00

9/3 12:00

9/4 12:00

9/4 0:00

出典：気象協会HPより（一部加筆）

・8月25日 発生
・9月3日 午前10時前に高知県東部に上陸

遅い速度でゆっくりと四国・中国地方を縦断
・9月4日 午前3時ごろに日本海に抜ける

出典：統一河川情報システムより

平成２３年台風１２号

・総雨量 三重県多気郡大台町 1,600mm超
三重県南牟婁郡御浜町 1,000mm超
奈良県上北山村 1,800mm超
奈良県大台ヶ原（国交省） 2,400mm超
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熊野川・相賀地点年最大流量
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欠測　1973～1976 , 1983～1984 , 2000 , 2006

9月4日5:00AM時点の暫定値
戦後最大洪水

(H16 T11)

(H2 T19)

(H6 T26)
(H23 T6)

(S57 T10)

(H13 T11)

(H15 T10)

※１ 1989,1991～1993,1996～2006のデータは水文水質データベースより引用。
※２ その他のデータについては、流量年表等のデータより引用。
※３ 1959の流量は流出計算値による。

欠測 1983～1984、2000、2006

（S34 伊勢湾台風）

15,961

熊野川・相賀地点年最大流量 （9月4日5:00時点の暫定値）

戦後最大

○台風12号による長時間の豪雨により、戦後最大22,000m3/s（暫定値）を記録した。
○既往最大である伊勢湾台風の19,000m3/sを上回る流量となった。

伊勢湾台風を上回った熊野川の出水
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相筋第二樋門 船町樋管下流

出水概況図
（新宮川水系　H23.9.2-9.4）

0

2

4

6

8

10

12

14

1時 5時 9時 13時 17時 21時 1時 5時 9時 13時 17時 21時 1時 5時 9時 13時 17時 21時 1時 5時 9時 13時

水
位

（
ｍ

）

成川水位

最高水位（成川）10.68m
（9/4　3:50）

計画高水位（成川）8.05ｍ

成川　流域平均累加雨量 １３１７．９mm
８／３１　５：００～９／４　１８：００まで

欠測

氾濫危険水位（成川）7.70ｍ

HWL超過
（9/3　18:00）

9月2日 9月３日 9月４日

・成川水位観測所ダウン
・9/4　3:00より
　サブシステムに切替

氾濫注意水位（成川）2.50ｍ

9月５日

成川（なるかわ）水位観測所：熊野川左岸 2.35ｋ

△成川水位観測所

○計画高水位を最大で２ｍ以上、約２０時間もの間で超え続けた。
○それにより熊野川の沿川で浸水被害が生じるとともに河川構造物がいたるところで被災。

熊野川の被災状況

熊野川出水状況（旧熊野大橋）

成川地区浸水状況（国道４２号）

成川地区浸水状況（国道４２号） 48



相野谷川の浸水状況 ２０１１．０９．０５ 現在整理

：浸水エリア

※浸水戸数、浸水エリア
は、今後現地調査を行う

高岡地区

鮒田地区

③

大里地区

：輪中堤

②

①輪中堤 3日17時

③弁慶橋陸閘

3日18時

地区
世帯
（戸）

人数

大里 24 66

高岡 17 33

鮒田 36 142

計 77 241

①

特殊堤転倒箇所

3日17時

②特殊堤

○記録的な豪雨により、熊野川左支川の相野谷川では、本川との合流部の水門を越えて、本川の
水が流入し、沿川の大部分が浸水。
○内水から家屋を守るために設けられてた輪中堤の一部が転倒する被害も発生。
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○台風１２号の豪雨により紀伊半島では多数の河道閉塞が発生。

○奈良県の赤谷、長殿、栗平、和歌山県の熊野では９月６日、奈良県の北股では９月１３日より
「土砂災法に基づく国による緊急調査」を実施。

県名 流域名 河道閉塞の確認場所

奈良県 熊野川（十津川）

流域

五條市大塔町赤谷

十津川村長殿

十津川村栗平

野迫川村北股

和歌山県 日置川流域 田辺市熊野
いやたなべし

とつかわむら ながとの

くりだいら

ごじょうし おおとうちょう あかたに

ひきがわ

とつかわむら

のせがわむら きたまた

五條市大塔町赤谷 十津川村長殿

十津川村栗平

田辺市熊野

野迫川村北股

大規模土砂災害の発生

奈良県熊野川（十津川）流域 五条市大塔町赤谷

和歌山県日置（ひき）川流域 田辺市熊野（いや）
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9/12 正午時点 各県ＨＰデータより

県道飛鳥日浦線 熊野市飛鳥町

あすかひうら くまのしあすかちょう

県道小舟紀宝線 南牟婁郡紀宝町 （浅里地区）

みなみむろぐんきほうちょうこぶねきほう あさり国道１６８号十津川村桑畑
とつがわ くわはた

国道１６８号十津川村折立
とつがわ おりたち

国道１６８号五條市大塔町辻堂
ごじょうしおおとうちょうつじどう

国道１６９号吉野郡川上村迫

よしのぐんかわかみむらさこ

県道七色峡線 熊野市井戸町
なないろきょう くまのしいどちょう

紀伊半島のいたるところで通行止め箇所が発生。孤立する集落も多数発生。

紀伊半島の主な道路被災箇所
9/12 正午時点 各県ＨＰデータより
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護岸流出

ＪＲ橋梁

ＪＲ橋梁

ＪＲ参宮線宮川橋梁浸水状況

紀南高校

ここから流入

○国が管理している宮川では、最高水位が計画高水位を約50cm上回り、甚大な被害が発生したH16.9洪水と同規模程度の出水と
なったが、現在実施中の「床上浸水対策特別緊急事業（H18～H23）」により浸水被害は大幅に減少。

○県管理の井戸川では、溢水による広範囲の浸水被害や流木によるJR橋梁の河道閉塞など甚大な被害が発生。溢水箇所は大型
土のう積みにて緊急的な対策を実施。今後、災害復旧事業等により対応予定。

○県管理の尾呂志川では、紀南高校付近で破堤による甚大な被害が発生。溢水箇所は大型土のう積みにて緊急的な対策を実施。
今後、災害復旧事業等により対応予定。

宮川（伊勢市）で計画高水位を超過１

井戸川（熊野市）での被災状況２

尾呂志川（御浜町）での被災状況３

：国管理河川

：県管理河川

三重県内の水害・土砂災害
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大規模自然災害の発生を受けて、地方公共団体等が行う被災状況の把握や早期復旧に関する技術的支援をTEC-FORCEが緊急

的に実施。災害規模、発生場所に応じて他の地方整備局管内にも出動。

台風１２号で被災した三重県熊野地域（熊野市、紀宝町、御浜町）及び、和歌山県、奈良県等
に中部地方整備局TEC-FORCE等を派遣し支援を実施 派遣者延べ人数 985人日（10/13時点）

被災状況調査（三重県熊野市、紀宝町、御浜町）

排水ポンプ車による活動

リエゾン活動
紀宝町、自衛隊、警察との合同会議

熊野市からの要望
・路面清掃のための散水車、路面清掃

車、側溝清掃車の派遣
→9/7 3台派遣

三重県、熊野市、紀宝町、御浜町等へ災害対策用機械派遣
台数 累計32台 （10/12時点）

土砂災害調査（和歌山県田
辺市熊野（いや）地区）

紀宝町からの要望

・水道断水のため給水支援
→9/9給水支援車（散水車・７台）派遣

（三重県南牟婁郡紀宝町）
みなみむろぐん

（三重県南牟婁郡紀宝町）
みなみむろぐん

「熊野地域公共土木施設復旧ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ」発足

市町が実施する道路や土砂災害
の復旧の技術的支援を行うため、熊
野市に国土交通省中部地方整備局
と三重県とが協力して９月８日にプロ
ジェクトチームを発足

「プロジェクトチーム」の下に「河川・
土砂災害復旧チーム」及び「道路復
旧チーム」を設置し、早期復旧を目
指して活動中

中部地整のTEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）の派遣
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排水ポンプ車 照 明 車

災害対策用ヘリコプター

路面清掃車・散水車

9月1日以降、全32台（排水ポンプ車12台、照明車8台、分解型バックホウ：2台、路面清掃車1台、散水車4台、側
溝清掃車4台、排水管清掃車1台）を三重県伊勢市、尾鷲市、熊野市、御浜町、紀宝町、奈良県五條市に派遣。上
空からの調査のために近畿地方整備局管内にもヘリコプターを派遣。(10/12時点)

遠隔操縦式分解型バックホウ

中部地整の災害対策用機械の派遣
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和歌山県・奈良県で発生した河道閉塞箇所において、近畿地整が概略調査を行い、緊急調査対応の５地区に加え１２箇所を発見、
それらの全箇所について中部地方整備局がヘリコプターによる詳細調査を実施。また、深刻な土砂災害を被った那智勝浦町につい
て、中部地方整備局により、地上調査及び対策検討等を実施。

9/23及び9/24 中部2班（職員 延べ12名）を派遣。 ヘリコプター調査による現状把握及び今後の対応検討。
9/27～9/29 中部1班（職員 延べ9名）を派遣。 地上調査及び対策の検討等。

ヘリコプター搭乗状況

写真撮影

簡易レーザ計測

那智勝浦町の現地調査

町長への説明熊野（いや）地区周辺の崩壊

中部地整のTEC-FORCEによる土砂ダム調査①
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平成23年9月23・24日の中部地方整備局によるヘリコプター詳細調査概要。

南紀白浜空港

伊勢湾ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

●第1班
●第2班
●空 港

閉塞後決壊

⑩奈良県野迫川村桧股

④奈良県五條市大塔町宇井

一部閉塞

高さ：約85m
満水時湛水容量：約550万m3

⑥奈良県五條市大塔町赤谷

緊急調査対象

⑬和歌山県みなべ町東神野川

一部閉塞

⑰奈良県十津川村杉清

閉塞、越流中

⑯和歌山県田辺市中辺路町真砂

一部閉塞

高さ：約60m
満水時湛水容量：約110万m3

⑫和歌山県田辺市熊野

緊急調査対象

⑮和歌山県田辺市本宮町三越

一部閉塞

高さ：約80m
満水時湛水容量：約270万m3

⑤奈良県十津川村長殿

緊急調査対象

⑧奈良県十津川村野尻

一部閉塞

高さ：約100m
満水時湛水容量：約750万m3

⑦奈良県十津川村栗平

緊急調査対象

⑱奈良県上北山村白川

閉塞、越流中

①②③奈良県天川村坪内

一部閉塞

⑪奈良県黒滝村赤滝

閉塞未湛水

※追加

※追加

※追加※追加

※追加

中部地整のTEC-FORCEによる土砂ダム調査②
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◆台風１５号 ◆等雨量曲線図（9/19 17:00～9/21 17:00まで）

出典：気象協会HPより

・9月13日 発生
・9月15日 南大東島に接近、以後沖縄本島近海で迷走。
・9月21日 紀伊半島が暴風域
・9月21日 午後2時頃 静岡県浜松市付近に上陸

中部・関東地方を縦断

※ 当該資料は速報資料であり、今後精査により変更がありうる。

出典：統一河川情報システムより

・三重、愛知、岐阜、静岡県の広い範囲で

累加雨量500mm以上を記録
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平成２３年台風１５号の気象状況



○台風からの暖かく湿った空気が大量に流れ込み、停滞する秋雨前線を刺激。
○東海地方では、三重県から愛知・岐阜県を通過し、静岡県まで全域で記録的な大雨を記録。
○総雨量 岐阜県多治見市豊岡町 477mm 愛知県新城市布里 382mm

名古屋市千種区日和町 274mm 愛知県新城市川合 373mm

◆雨量レーダ（9/20 10:00～13:00）

※ 当該資料は速報資料であり、今後精査により変更がありうる。

◆雨量レーダ（9/21 12:00～15:00）

・庄内川流域に降雨が集中 ・台風本体の雨雲により広い範囲で豪雨

58

気象状況



○平成12年9月に、愛知県をはじめとした東海地方に甚大な被害をもたらした東海豪雨時と酷似した天気図
○風からの暖かく湿った空気が大量に流れ込み、停滞する秋雨前線を刺激。
○東海地方では、三重県から愛知県・岐阜県、静岡県に及び記録的な大雨を記録。

◆【東海豪雨時】平成12年9月11日 21時の天気図 ◆【台風15号】平成23年9月20日 9時の天気図

湿った空気が大量に流
れ込み、前線を刺激

湿った空気が大量に流
れ込み、前線を刺激
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東海豪雨と酷似した気象条件



志段味水位観測所におけるピーク水位は東海豪雨を約０．５ｍ上回った。

○台風が九州の南を北東に進んでいた20 日日中、日本付近に停滞する前線に向かって暖かく湿った空気が流入したため、庄内川流域では中上流部

を中心に大雨となり、庄内川上流部にある多治見雨量観測所（岐阜県多治見市）では、 9月20日12時に1時間最大雨量64mmを記録し、9月19日19時の

降り始めからの累加雨量は477mm（H12.9東海豪雨時は367mm）に達した。

○これにより、庄内川中流部の志段味水位観測所では、H12.9東海豪雨を約0.5m上回る6.87mを記録した。
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庄内川 出水の状況



大雨で冠水した工場や住宅 20日16:05
名古屋市守山区下志段味 (写真：中日新聞)

庄内川左岸の堤防からの越水及び支川長戸川（名古屋市管理）からの越水等により、名古屋市守山区下志段味地区において約

２７haの浸水被害が発生。同地区では、床上浸水19棟、床下浸水55棟の浸水被害が発生（名古屋市調べ）。

東名高速

庄内川

越水

長戸川からの越水状況
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庄内川 下志段味地区の被災状況（浸水範囲）



○９月20日12時50分頃、庄内川左岸（河口から31.6k付近：名古屋市守山区下志段味地先）の堤防から約200mにわたり洪水が越

水。

○この越水により、延長：約30m、深さ：約1.5m、幅：2～6m程度の堤防洗掘が発生。

庄内川左岸３１．６ｋ付近（堤防からの越水）
名古屋市守山区下志段味地区

庄内川

越水

庄内川
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庄内川 下志段味地区の被災状況（越水状況）



国土交通省では、庄内川左岸の堤防から越水による堤防洗掘箇所において、地元建設会社の施工により大型土のうを用いた緊

急的な対策に９月20日22時50分に着手し、21日11時50分に対策を完了。

■１ｔ土のう積み 延長約480m L=約640個設置

名古屋市では、長戸川右岸の堤防からの越水箇所（延長：130m）において、名古屋市消防局及び災害派遣で出動した自衛隊に

より、土のう積みを9月21日0:40に着手し、同日8:00に完了。

長
戸
川

長
戸
川 【名古屋市提供】 【名古屋市提供】

長
戸
川

長
戸
川

庄内川

計画高水位30cm土砂まき出し

大型土嚢
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庄内川 下志段味地区の被災状況（対策工事）



庄内川では、平成１２年の東海豪雨により中下流部で甚大な被害が発生したため、「激甚災害対策特別緊急事業（激特事業）」に

より下流部において大規模な改修を実施。これにより、下流部では大きな被害は発生していない。

64

庄内川 近年における改修の状況



１．超過洪水への対応

・壊滅的な被害を生じない施設構造、土地利用、内水対策ｅｔｃ

２．よりきめ細かい避難対応

・地下鉄、地下街、公共交通機関ｅｔｃ

３．河道閉塞など大規模土砂災害への備え

４．信頼性の高い道路ネットワークの確保

・ミッシングリンクの解消、壊滅的な被害を生じない災害に強い

道路構造ｅｔｃ

５．国、県、市町村の連携

・リエゾン、TEC-FORCE、災害対策用車両ｅｔｃ 65

１．計画規模を上回る歴史的な洪水

・伊勢湾台風を２．６ｍ上回った新宮川水系熊野川の水位

・東海豪雨を上回る庄内川中流部の水位

２．100万人超に避難勧告

３．深刻な大規模土砂災害

台風１２号による河道閉塞状況
（奈良県熊野川（十津川）流域 五条市大塔町赤谷）

台風１２号・１５号の特徴

台風１２号・１５号の教訓

台風１２号・１５号の特徴と教訓

台風１２号による熊野川出水状況（旧熊野大橋）

台風１５号による大雨で冠水した工場や住宅
（名古屋市守山区下志段味 写真：中日新聞）



【参考】国土交通省初の排水ポンプ車の海外派遣（タイ国大洪水支援）

■洪水被害を受けたタイ国支援に、中部地方整備局保有の排水ポンプ車10台を派遣（11/19～12/20）
■排水対策の指導・助言のため、中部地方整備局職員を派遣（11/15～12/3）
■約810万m3（東京ドーム約7杯分、25mプール約23,000杯分）を排水

【排水前（11/23） ロジャナ工業団地】 【排水後（11/26） ロジャナ工業団地】【排水作業位置図】

【技術指導 ナワナコン工業団地】 【排水ポンプ車の管理】【排水状況 ロジャナ工業団地】

ゴミの詰まり状況
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（出典）IPCC第４次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁）
・実線は、各シナリオにおける複数モデルによる地球平均地上気温の昇温を示す
・陰影部は、個々のモデルの年平均値の標準偏差の範囲

４．０℃上昇

１．８℃上昇

・今後20年間に10年あたり約0.2℃の割合で気温が上昇することが予測されている
・100年後には、地球の平均気温は1.8～4.0℃の上昇が予測される
・100年後には、地球の平均海面水位は18～59cmの上昇が予測される
・温室効果ガスの排出が抑制されたとしても、温暖化や海面上昇は数世紀にわたって続く

A1.「 高成長型社会シナリオ」
A1FI：化石エネルギー源を重視
A1T ：非化石エネルギー源を重視
A1B ：各エネルギー源のバランスを重視

A2. 「多元化社会シナリオ」
B1. 「持続的発展型社会シナリオ」
B2. 「地域共存型地域シナリオ」

資料）ＩＰＣＣ第４次報告書（第１作業部会）より

環境の保全と経済
の発展が地球規模
で両立する社会

化石エネルギー源を
重視しつつ高い経済
成長を実現する社会

気温上昇
約１．８℃

(1.1℃～2.9℃)
約４．０℃

(2.4℃～6.4℃)

海面上昇 １８～３８ｃｍ ２６～５９ｃｍ

・21世紀末の平均気温上昇と平均海面水位上昇

・平均気温

資料）ＩＰＣＣ第４次報告書（第１作業部会）をもとに河川局で作成

-200

-100

0

100

200

300

400

500

600

700

1860 1880 1900 1920 1940 1960 1980 2000 2020 2040 2060 2080 2100

水

位

変

化

(

m

m

)

最大
590mm

・平均海面水位

【参考】地球温暖化がもたらす脅威（気温の上昇と海面上昇）
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温室効果ガスが大量に排出されて大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇。
これに伴い海面水位も上昇

降水量の変化

積雪量の減少海水の熱膨張 蒸発散量の増加氷河や南極などの氷の融解

海面の上昇
最大59cm上昇 台風の強度増加

高潮及び海岸侵食高潮及び海岸侵食

河川流量の増加

洪水の増大洪水の増大 土砂災害の激化土砂災害の激化 渇水危険性の増大渇水危険性の増大

融雪の早期化と
流量の減少

水利用パターン
の変化

豪雨や渇水の
発生頻度の増加

【参考】地球温暖化がもたらす脅威
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

①

②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

1.20～1.25

1.15～1.20

1.10～1.15

1.05～1.10

1.00～1.05

凡例

① 北海道 1.24 

② 東北 1.22 

③ 関東 1.11 

④ 北陸 1.14 

⑤ 中部 1.06 

⑥ 近畿 1.07 

⑦ 紀伊南部 1.13 

⑧ 山陰 1.11 

⑨ 瀬戸内 1.10 

⑩ 四国南部 1.11 

⑪ 九州 1.07 

ＧＣＭ２０（A1Bシナリオ）で求めた
各調査地点の年最大日降水量から

（2080-2099年の平均値）

（1979-1998年の平均値）

将来の降雨量を予測（上記の中位値）

を求め

（降雨量増加の地域分布）

【参考】地球温暖化がもたらす脅威（降水量の増大）
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※水系数：治水安全度を計算した水系数（河川整備基本方針策定済水系ほか）【N=82水系】）

将来の降雨量の増大による治水安全度の低下
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治
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超
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年

）

1
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1.1

1.15

1.2

1.25

降
雨
量
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増
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治水安全度

降雨量の伸び

水系数 水系数 水系数

① 北海道 1.24 1/51 2 1/35 8

② 東北 1.22 1/37 5 1/30 5

③ 関東 1.11 1/99 3   1/67 2 1/50 1

④ 北陸 1.14 1/65 5 1/43 4

⑤ 中部 1.06 1/111 2 1/89 4 1/64 3

⑥ 近畿 1.07 1/120 1

⑦ 紀伊南部 1.13 1/57 1 1/30 1

⑧ 山陰 1.11 1/83 1 1/51 5

⑨ 瀬戸内 1.10 1/100 1 1/84 3 1/50 3

⑩ 四国南部 1.11 1/56 1 1/45 3

⑪ 九州 1.07 1/95 4 1/66 14

将来の降雨量
増加

将来の治水安全度（超過確率年）

地域名 1/100（現計画）1/200（現計画） 1/150（現計画）

【参考】地球温暖化がもたらす脅威（降雨量増加による治水安全度の低下）

70



ま と め
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（１）歴史的災害を上回る大規模災害発生の脅威

→超過外力を考慮した防災対策

これからの防災対策に求められること

１．温暖化の影響や巨大地震発生の懸念

２．外力の大きさに対応した防災対応の検討

３．応急対策や復旧・復興のしやすい施設整備・地域づくり

（１）比較的頻繁に発生する大規模災害

→施設対応・・・多様な手段の組み合わせ（多重防御）

（２）非常にまれな巨大災害

→施設対応を超える部分はとにかく避難

円滑な避難を可能にする身近なハード整備（避難路等）

避難を確実にする情報提供（事前、リアルタイム）

訓練の実施、被災記録の伝承、 BCP・DCPの策定

→壊滅的な被害を生じない施設構造

（１）緊急輸送路の早期確保（陸海空）

→信頼性の高い道路ネットワークの構築

（２）事前のオペレーション計画の策定（道路啓開、港湾啓開、排水計画等）

（３）被害を最小化する地域づくり・街づくり 72



ご清聴ありがとうございました。

終わりに

備えあれば憂いなし
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